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圏 世界のエネルギー需給と各国のエネルギー政策

サウジアラビアの石油政策とOPEC
SaudiArabia'sOilPolicyandOPEC

1985年9月以降，サウジアラビアは，エクソン，モ

ービル等旧アラムコ系メジャーズを中心とする外国石

油会社との間でネットバック価値（石油製品価格から

評価した原油の価値）を基準とした原油販売契約を続

と々締結，10月央の契約量は合計120万バレル/日を超

えたと推定される．

84年央からの石油市況軟化のなかで，ほとんどのO

PEC(石油輸出国機構）加盟国は，カルテル価格であ

る公式販売価格による販売を実質的に放棄し，多かれ

少なかれ市場連動型の価格設定を行ってきた．この

ため，割高な公式販売価格による販売を厳守し，いわ

ばその最後の拠点であったサウジアラビアの原油生産

は、需要変動の影響を一身に受け，夏場には250万バ

レル/日程度と往時の4分の1の水準にまで落ち込んで

しまった．同国のネットバック取引きの開始は，極端

に低下した石油生産に収入を一定水準に回復させると

同時に，政策遂行上のフリーハンドを確保し，国際石

油市場に対する影響力を回復せんとするものである．

一方，同国のネットバック取引きの開始をOPECの側

からとらえると，カルテル価格である公式販売価格体

系がほぼ完全に形骸化したことを意味する．OPECが

もともと産油国間の価格カルテルであったことを考え

ると，これは非常に重大な事態である．

以下，本稿では，サウジアラビアとOPECの関係を

中心に，この間の国際石油市場を考察したい．

1．サウジアラビアの石油政策

まず最初にサウジアラビアの石油政策の基本的性格

について触れておこう．

サウジアラビアは，一般的にOPEC内における穏健

派のリーダー的存在と考えられている．確かに，第1

次・第2次石油危機の価格上昇期において，同国は増

産と低価格政策で価格の抑制に努力してきた．とはい
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え，これらの時期においても，結局はOPEC内多数派

に同調，後追い値上げを行っている．またその後の需

要低迷・価格軟化期には，一転，減産による価格防衛

にまわっている．こうした点からすると，同国の石油

政策には何ら首尾一貫性がなく，結果的に現状維持的

な政策を行っているにすぎないかの印象を与える．

また同国は，第1次石油危機を決定的にした石油減産，

禁輸策のように，突発的に政治的な政策を打ち出すこ

ともある．このような，石油政策は何によって規定さ

れているのであろうか．

いずれの国においても，ひとつの政策が他の政策と

無関係に行われることはまずなかろう．サウジアラ

ビアの石油政策も，同国の内政，外交,経済等各種の

国家目標実現の一手段として遂行されるのである．

開発計画の長期目標の冒頭に，イスラム的価値の維

持，宗教・国家の防衛国内治安・社会安定の維持等

が挙げられていることからも明らかなように,同国は

極めて保守的な国家である．同国の政策目的中最優先

項目は，国家・社会の安定＝サウド家支配の安定であ

ると考えられる．そのためには，まず，軍事力・警察

力の強化や米国等軍事強国との公然・非公然の同盟関

係の強化が必要であろう．また，内政面では，社会福

祉や経済開発による民生の向上や経済基盤の強化が長

期的には必要となる.外交面では，反宗教的．反王制

的な社会主義，共産主義勢力の増大をもたらし，ひい

てはサウジアラビアの安定にも重大な影響を与えるよ

うな世界，とりわけ西側世界の政治的・経済的混乱を

抑制するような政策が必要となろう．また，より直接

的な脅威となるパレスチナ問題やイラン・イラク戦争等

に関するアラブ世界，中東・湾岸地域の安定は一層重

要であり，援助その他の政策が必要となる.

サウジアラビアは，国家・社会の安定という目標実

現にむけて，内政，軍事，外交等各種の政策を遂行し

てきた．石油は，このような政策実現のための主要財源

(時として交渉材料)と位置づけられている．このため
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石油政策は，各種政策実現に必要な一定水準の財政

資金を確保する（そのためには一定水準の価格，生産，

マーケットシェアが必要となる）ということが中心課

題となろう．これと上述のような各種の政策目的のか

ねあいの中で具体的な石油政策が決定されるのである．

ここで石油政策固有の問題についてみておこう．

石油政策は，より上位の政策目的によって左右され

るとはいえ，固有の目的をもっている．第2次5ケ年

計画や第3次5ケ年計画では，石油政策に固有の目的

として，埋蔵資源の保護・回収率の引き上げと長期的

観点にたった石油収入の極大化を挙げている．このう

ち，前者は具体的には，探査活動による新規埋蔵量の

拡大,既存油田の保護,増進回収法の導入･拡大等を通

して行われ,かなり技術的色彩が濃い．仮りに,より上級

の政策目的から増産が要請されても,埋蔵量の永久的損

耗を惹起するような増産を長期にわたって継続すること

はできまい．後者の長期的にみた石油収入の極大化と

は，より具体的には，例えば，価格の設定において世

界経済に打撃を与えたり，代替エネルギーの開発や省

エネルギーを急進展させることによって需要を破壊し，

同国が「経済開発によって石油依存から脱却する前に

石油の生命を終らせ｣(ヤマニ石油相）ない程度で最高

の価格をつけるということである．ところが，実際に，

このような価格を確定しようとしても，算定に必要な

需要の価格弾性値等に関する膨大な情報の入手可能性

とその正確さには非常な問題があり，極めて困難とい

わなければならない．こうしたことから，産油国とし

ての長期的利害は，各種の具体的政策においても，配

慮されるであろうが，直接的決定的要因とはならない

と考えられる．

ところで，石油政策を含め，各種の政策は相互に補

完的な場合も多いが，時として矛盾が生じることも否

定できない．また各政策の重要度も流動的であるし，

その評価に対して政策主体内部で対立が発生すること

も十分ありうる．このうち最後の点に触れておこう．

同国の王族内部には従来から近代派と保守派の対立が

存在するといわれている．これを単純化して示せば次

のごとくである．ファハド現国王やスルタン国防相に

代表される近代派は，都市資本家やテクノクラートを

基盤とするのに対し，アブドウラー皇太子に代表され

る保守派は，宗教勢力や部族勢力を基盤とする．両者

とも国家･社会･サウド家支配の安定が目標であること

には変りないが,開発政策について,近代派が積極的であ

るのに対し,保守派は,急激な開発は,外国人や西欧の文
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物の流入によって伝統的な価値を破壊しかえって体制を

不安定化するとして否定的である.軍事･外交政策につい

ても,近代派が米国や西側先進国との関係を重視するの

に対し，保守派はイスラエノ咬持の米国への依存を警戒

アラブ世界との外交を重視する．このような両者のス

タンスの違いは石油政策にも反映している．近代派は，

西側先進国への配慮や積極的な開発に対する資金の必

要から，相対的に低価格・増産志向である．一方，保

守派は，収入はマイルドな成長が行えるに必要な最

小限にとどめるべきであり，低価格・増産はOPEC・

アラブ内における孤立化をもたらすとして，相対的に

高価格・生産抑制志向が強い．全般的にみて，開発の

進展による社会構造の変化から近代派が強化される傾

向にあるが独走は保守派によってチェックされ，両者

の間には一定のバランスが形成されているといえよう．

(なお，両者の違いはあくまで相対的なものであり，

例え感保守派とて，サウジを石油以前の状態に戻す

ことや，西側の経済的・政治的混乱を望んでいるわけ

ではない.）以上にみたような政策（目標）間の矛盾や

重要性変化，政策主体内での路線対立はサウジアラビ

アの石油政策を一層複雑なものにしているといえよう．

今まで述べた各種の要因のかねあいで決定された石

油政策の実現にあたって，サウジアラビアは原油生産

の変動や価格設定等を政策手段として用いてきた．こ

のうち最も重要なのは生産量の変動である．同国原油

生産の上限は埋蔵資源保護の観点から技術的に決定さ

れ,現在1,000万バレル/日強と推定される．他方，下限

は財政ニーズや国内ガスバランス上の必要によって規

定されよう．現行第4次5ケ年計画予算1兆リアル

(2800億ドル）からすると，財政面での下限は500万～

450万バレルと推定される．た超同国は現在でも700

~800億ドルの在外資産を保有していると考えられ，

この点では，国家・社会の安定に抵触しない範囲での

支出削減とマイルドな資産取崩しの組合わせにより短

期的に一層の減産も成能である．国内電力，淡水化，

工業用原料燃として随伴ガスを使用している同国では，

従来最低400万～500万バレルの原油生産を必要として

いた．その後燃料転換，随伴ガス回収システムの拡

大，クフ層構造性ガス田の開発等によって必要原油生

産量は大幅に低下，85年夏場の需要ピーク時には,280

万バレル程度の原油生産でも大きな問題は起らなかっ

たようである．

サウジアラビアは600万バレル/日以上にもおよぶ生

産変動能力を価格政策と組み合わせ，自らの政策目的
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を実現しようとしてきたのである．とはいえ，それに

も自ら限界がある．仮りに同国が価格抑制をめざし，

増産・低価格政策をとったにしても，その他の産油国

ｶﾐ何らかの理由で減産したり，需要が増加したばあい，

効果は相殺されてしまう．反対の場合も同様である．

サウジアラビアの政策の効果は最終的には世界の需給

動向に規定されるといえようが，これは極めて不確定

的である．とりわけ，競合する生産者の行動は，同国

の行動によっても変化しうる．サウジアラビアは，全

ての寡占主体と同様の不確実性に直面しているといわ

なければならない．これに関連して，最後に，サウジ

アラビアとOPECの関係について触れておきたい．

サウジアラビアは他の産油国同様OPECから，石油

価格の上昇・収入の増大，資源主権の確立等大きな利

益を得てきた．もちろん，第1次，第2次石油危機が

OPECの力のみによって惹き起こされたわけではない

が，その後の需給緩和期の価格防衛はOPECの存在抜

きには考えられない．とはいえ，価格その他の面で加

盟国の利害が必ずしも一致していないことは事実であ

る．第1次，第2次危機のような需給逼迫期，イラン

等の資源・経済面で余裕のないいわゆるハイ・アブソ

ーバーは大幅な値上げを打ち出す．これに対し，サウ

ジアラビアは，世界経済や需要への配慮から，増産と

低価格によって価格抑制に努めたが，同国の増産力に

も限界があるうえ，独自路線の強行はOPEC,アラブ

諸国内での孤立化をもたらす．しかも，値上げが世界

経済や需要に与える影響も必ずしも明らかでない．結

局，サウジアラビアも妥協し，鞘寄せ値上げを行うこ

とになる．反対に第1次，第2次危機後のような需給

緩和・市況軟化期に公式価格を引き下げることは,O

PECの価格支配力に関する疑問を市場心理に植えつけ，

個別加盟国に対する石油会社の圧力を増加させる．ま

た，大幅な値下げは，とりわけハイアブソーバーの経

済に大きな打撃を与え，カルテル破りや脱盟による値

引き増産からOPECの分裂を惹き起こし，ひいては原

油価格の崩壊をもたらす可能性もある．そのような事

態がサウジアラビアの利益とならないのはいうまでも

ない．更に，このばあいも，値下げの需要その他に対

する影響は明らかでない．結局，サウジアラビアとし

ては，減産等を通じて公式価格の維持，少なくとも大

幅な値下げの抑制に努力せざるをえないことが多くな

るのである．

以上，サウジアラビアの石油政策は，国家社会の安

定という.ような大目的実現のための各種の政策の一環
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として遂行される．だがこれら政策の間には矛盾が存

在することもあるし，内外情勢の変化によって，その

重要度も変化する結果，石油政策も必ずしも一貫した

ものとはいえない．更に，同国が独占的原油供給者で

ないことから，当然，その石油政策はその他の供給者

の動向によっても限定されることになる．同国は大幅

な原油生産変動能力という有力な政策手段をもつが，

これとて限界がある．同国はOPECの存在から利益を

得ているが，その存続を望むからには他の加盟国との

妥協も必要となろう．このようなことに制約され，同

国の石油政策はいきおい現状維持的となる傾向がある．

政策選択の余地は考えられるほど大きくないのである．

2．カルテルとしてのOPEC

1973年以降のOPECは，産油国間の価格カルテルと

しての性格を有していたが，第2次石油危機後は，生

産カルテルとしての色あいが濃くなっている．

石油産業は，①資源分布の偏在，②開発へのコスト

の大きさとリードタイムの長さ，③開発後，コスト中

に占める固定費の大きさからくる単位当りコスト削減

のための増産圧力，等の特性を有している．このため

市場機構だけでは需給調節が難しく，テキサス鉄道委

員会やメジャーズといった，行政介入や大独占体によ

る生産調整を不可避としたのである．

ところが，メジャーズから生産・価格の決定権を奪

取したOPECは,82年の3月まで，公的に生産調整を

行なったことはない．これは①第1次危機後の石油需

要減退が相対的に短く軽微なうえ非OPECのシェアも

それほど大きくない，②産油国が税率の引き上げや

国有化・事業参加により単位当りの石油収入を増加さ

せた結果，77年まで石油収入の絶対額は増加しつづけ

たうえ，とりわけ当初においては，インフラの未整備

により，巨額の石油収入を国内に吸収しえなかった．

③メジャーズとの間で，利権契約は縮小しつつあった

とはいえ，バイパックを含む長期販売契約が結ばれて

おり，これが安定的な販路を形成していた，④こうし

た中で，短期的な市況の軟化には，サウジアラビア等

湾岸諸国を中心とした「自主減産」で何とか対応しえ

た，等の理由によるものである．’

これに対し，第2次危機後のOPEcは，生産上限の

設定と国別枠の配分という形での生産調整に踏み切ら

ざるを得なかったのは以下の理由でOPECに対する値

下げ圧力が極めて強くなったためである．①第2次危

機後の需要の減少が大きくかつ長いうえに，長期的な
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過剰在庫削減傾向も重なった．②非OPECのシェアも

著しく拡大し，市場連動型の価格設定でOPECの価格

支配をゆすぶった．③メジャーズとの長期契約が大幅

に縮小する一方，独立系精製会社やトレーダー等市場

に登場する主体の増加，販売契約の短期化スポット

取引きの拡大等の傾向が著しくなった.こ加ま,OPEC

にとっては安定販路の喪失を意味したが，国際石油市

場全体にとっては，少数グループによる市場統制を困

難にし市況の不安定化を促進するものであった．

1982年第1四半期．価格の急落と生産の急減に直

面したOPECは(図-1,図-2),3月1,750万バレル/日の

生産上限（公式には1,800万バレルであるがサウジアラ

ビアは独自に50万バレル減産した）と国別生産割当て

を設定，その史上初めて生産カルテルへの歩みを始め

た．ところ瓜OPECの第1次生産カルテルはわずか

3ケ月で空中分照7月以降,分裂状態が続く.

OPECは，構成員が独立した主権国家であることか

ら，カルテル機能に多くの制約を持っている．民間資

本のように倒産や合併によって集中が強化されるとい

うこともなく，株式の持合いや中核的金融機関の介在

による利害の共通化もできない．また協定違反者に対

する制裁もでき式協定の遵守如何は各加盟国の自主判

断にかかっている．このため，一づの協定の存続条件

としては，少なくとも主要加盟国が納得しうるような

平等住妥当性が不可欠となる．

82年3月の国別枠は，当時のOPEC中心メン'←が，
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表10PECの生産割当 式割当てを大幅に下廻る水準で推移しており（図-2)，

公的な立場はどうであれ，実質的にはOPECのスウィ

ング・プロデューサーとして機能していたのである．

一方，イラン，リビア等は，公式価格からの値引き

を行いつつ大幅な増産を続け，このためOPEC全体の

生産量も1,750万バレルの上限を上廻る水準で推移した．

OPECの分裂と増産は不透明な需要見通しや暖冬の

影響と重なり，82年末からの市況軟化をもたらした(図

-1)．だが，この時点でサウジアラビアは明らかに値下

げ路線を転換していた.83年1月,態勢建て直しを目指し，

OPECは臨時石油相会議を開催したが,サウジアラビア

をはじめとする湾岸諸国はこれを分裂させ,値下げを

回避できないような情況をつくりだした．石油相会議

分裂後ソ連，エジプト等の非OPEC諸国が次々と値

下峨こ踏み切り，2月央には北海と連動してOPEC加盟

国のナイジェリアが公式価格を引き下げたことによっ

て，事態は決定的となったのである．

83年3月,OPECロンドン総会は，公式価格の5ド

ル値下げと1,750万バレル生産上限の再設定及び国別

枠の再配分を行なった．サウジアラビアは，5ドル値

下げによって，市場の実勢に公式価格を適合させ，石

油会社からの圧力を緩和すると同時に,OPECに対し

ては，ショック療法による再統一と規律の強化を自ら

のヘゲモニーの下実現することを目ざしたのであった．

これと引き換えに，サウジアラビアは減産を公式に受

け入れイラン，リビア等の割当てを増産，国別枠を

より平等なものとしている（表1）．

83年春から84年央まで，国際石油市場は比較的安定

した動きをみせた（図-1)．これは,0PECの再統一に

加え，英国，メキシコ等非OPEC主要国が公式価格を

維持する等価格面での協力を行ったこと，米国に主

導された景気回復によって，石油需要の減退も底を打

ち，83年央からは増加にむかったこと，などによるも

のであった．需要・価格の堅調化につれて，生産上限

の引き上げも検討されたが，先行きが不透明なばかり

でなく，国別枠再配分時の混乱を回避する意味からも，

1,750万バレル/日が維持された．もっとも現実の生産

はこの間一貫して上限を超過しているが，83年末から

市況が軟化するとサウジアラビアが中心となって減産

(図-1,図-2）市況維持を図っている.要するにOPE

Cは公式には生産上限を尊重しつつも，市況をにらみ

つつ，サウジを中心に生産を上下させることによって，

価格崩壊の恐怖と増産意欲とのジレンマを現実的に処

理していたといえよう．

(万バレル/日％）

資料：注（1）Oil＆G“Tomal

（2）スウィング・プロデューサーとして固定的な枠は持たない

石油需給見通しについてかなり楽観的であり，生産枠

を当座の乗り切り手段と考えていたことにも影響され，

かなりおざなりなものであった．つまりそれは，ほぼ当

時の生産実績をもとに決定されていたのである(表1）．

当時においては，高価格や戦争の影響で，北アフリカ諸

国やイラン，イラク等が大幅に減産していたが，これら

の諸国が第1次国別枠に不満をもつのは当然であろう．

このような不満が，生産・価格の回復によって当面の

危機が去った7月に爆発したのである．不満を代表し

たのはイランである．イランは，国別枠は，加盟国の

埋蔵量，人口，歴史的シェア等を総合的に判断したう

えで配分されるべきであるとして，具体的には，サウ

ジアラビアに一層の減産を要求,OPECの大勢もイラ

ンの主張に傾いたといわれている．

当時のサウジアラビアは，国内経済やガスバランス

からみて一層の減産を受け入れる余地はあったが，王

位を継承したばかりのファハド国王が国内外の影響力

低下に結びつく財政緊縮を蹟路したこと，政治的，宗

教的に対立関係にあるイラン，リビア等のOPEC内に

おけるヘゲモニーの確立を快しとしなかったこと等を

背景に，彼らからの減産要求を拒絶した．とはいえ，

同国の生産実績は82年4月以降も715万バレル/日の公
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1987年(1)

生産実績

1982年(1）

3月

生産実績

1兜2年

(4月～）

生産割当

蠅
明
１
く
年

～）

隼産割当

1984年

(11月～）

生産割当

サウジアラビア
829

(27.7）

735

(41.2）

715

(40.9）

500

(28.6）

435.3

(27.2）

イ
一

フ ン
526

(17.6）

120

（6.7）

120

（6.9）

240

(13.7）

230

(14.4）

イ フ ク
263

（8.8）

110

（6.2）

120

（6.9）

120

（6.9）

120

（7.5）

クウエー卜
210

（7.0）

75

（4.2）

帥

（4.6）

105

（6.0）

90

（5.6）

アラブ首長国連邦
1縄

（6.1）

136

（7.6）

100

（5.7）

110

（6.3）

95

（5.9）

カタ－ル
49

（1.6）

31

（1.7）

30

（1.7）

30‘

（1.7）

28

（1.8）

アルジェリア
123

（4.1）

60

（3.4）

65

（3.7）

72.5

（4.1）

66.3

（4.1）

ナイジェリア
191

(164）

93

（5.2）

130

（7.4）

130

（7.4）

130

（8.1）

リビァ
198

（6.6）

60

（3.4）

75

（4.3）

110

（6.3）

99

（6.2）

ガボン
23

(0.8）

14

（0.8）

15

（0.9）

15

（0.9）

13.6

（0.9）

インドネシア
164

（5.5）

149

（8.4）

130

（7.4）

130

（7.4）

11

（7.4）

ベネズ
ー

エフ

216

（7.2）

1鯛

(10.3）

150

（8.6）

167.5

（9.6）

155.5

（9.7）

エクアドル
20

（0.7）

18

（1．0）

20

（1.1）

20

（1.1）

18.3

（1.1）

OPEC計．
2994

(100.0）

1784

(100.0）

1750

(100.0）

1750

(100.0）

1600

(100.0）
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3．形骸化する政府販売価格
しての直留重油需給を逼迫化させる一方軽質製品需給

を緩和させ，重軽製品間の価格差を縮小させることに

なった．更に，84年春からの英国炭鉱ストは，重油需

要を拡大する一方，重油と併産される軽質製品を過剰

化させ，この傾向を一層強めた．

製品価格差の縮小傾向に対し原油価格は硬直的であ

り，十分の対応をなしえなかった．これは，原油間競

争力の変更を意味する公式価格体系の調整は,OPEC

にとって国別生産枠同様，加盟国間の利害対立を惹き

起こす可能性が大きく，安易に手をつけられない問題

であったためである．とはいえ，北海等非OPEC産油

国が値下げ圧力に耐え切れず,OPECに対する協力を

放棄し，加盟国のナイジェリアがそれに従った以上，

OPECとしても何らかの対応に迫されたといえよう．

OPECは,10月下旬，臨時総会を開催全体の生産

上限を1,600万バレル/日に引き下げる一五油種間価格

84年央から国際石油市場は再び不安定化する．7～

8月の市況軟化は，サウジの減産と英国政府の石油会

社に対する値引き圧力中止要請によって何とか乗り切

ったものの，10月央には，ノルウェー，英国に続いて

ナイジェリアが公式価格を引き下げたことにより新た

なる危機が訪れた．

米国の経済が年央から減速し始めたことに規定され，

石油需要は第3四半期から再び対前年同期マイナスに

転じたが，その影響は，とりわけ超軽質原油の売れ行

き不振＝値下げ圧力の強化として表われていた．2度

にわたる大幅な石油価格上昇による需要減少は，石炭，

原子力等競合財の多い重油において著しい．西欧を中

心とする精製部門は，これに対し，常圧蒸留能力の削

減と分解装置の導入で対応した力：これは分解原料と

表2産油国23カ国の原油価格設定と販売状況

公式価格の通用状況 公式価格引外の販売方法

(中東）

サウジアラビア

イ フ ン

クウェ－卜

アブダビ

カタ－ル

オマ－ン

ド‘パイ

イ
ー

フ ク

(地中海とアフリカ）

アルジェリア

リピァ

エジプト

ナイジェリア

(欧州）

英 国

ノルウェー

ソ連

(極東）

インドネシア

'･中 国

マレーシア

(北米）

米 国

メキシコ

カナダ

(南米）

エクアドル

ベネズェ フ

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ③ ⑨
公式価格

での販売

一部だけ

が公式価

市場反応

が遅い

市場反応が早い 課税基準

として通

スポット連動の スポット

契約販売 または値

油種混合

供給

製品化に

よる販売
格販売． 用 引きも

× × ×

× × × ×

× ×

× × × × ×

× × × ？

× × × × ？

× × × × ×

× × × ×

× × ×（コンデンセート） ？

× × × ×

× × × ×

× × × ×（パイパヅク鋤） ×

× ×

× ×

× ×（一般的に） × ×

× × × × ×

×(日本向） × ×

×

×

×

×

×

× × ×

× × × ×

× ×

× × × ×

× × × ×

× ×

①大半の原油が政府設定の固定価格または国営石油会社の設定する長朋契約価格での販売になっている国．

②公式価格では販売が困鯉なため他の販売方法を採用している国．

③価格見直しをあまり行わない国．

④月または四半期ごとの価格見直しを行っている国．

⑤原油生産会社に対する所偲税，ロイヤリティ（使用量）その他課税計算のために公式価格を適用している国．

③公式価格または契約箇格をス狼ツト市況に連助させ電いる国．

⑦スポットで販売するか公式価格から直接値引きして販売している国．

⑧軽質油とⅢ質油を抱き合わせで販売し､その構成比率を適宜変更している国.．

⑨国内または国外の製油所で糖製し、その製品を一般にスボプト製品市況に連動させた価格で販売している国．

⑯原油をス韻プト製品市況のネットパブク（実質製品価値）で販売している国．みなし委託糟製取引も含まれる．

⑪主要販売市場から遠距殿の場合などでは顧客や仕向け地に優先願位をつけ，公式価格よりも安い価格で販売している国

＠滴費材やサービスの支払い，借入れ返済に石油をあてる交換取引やカウンター取引を行っている国交換された石油は

値引合価格またはス:12ツト価格に相当する価格で販売されたり再販されたりされている．

資料gPIW81-伝24（燃料油脂新聞8扉7－3より）
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×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

⑲

ネットバ

ック方式

×

×

×

'×

×

⑪

仕向け地

選好販売

×

×

×

×

×

×

⑫

バーター

取引

×

×

×

×

×

×

×

×

×
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差については，閣僚級の委員会を設け検討することを

決定した．季節的に石油需要の増加する冬場に，供給

を抑制することによって，価格水準全体を引き上げ，

有利な状況の下，油種間価格差の調整を行おうとした

のである.油種間価格差は,その後，超軽質原油生産国

と重質原油生産国の対立を残しながらも，12月と85年

1月の総会で調整され，83年3月に比べ，超軽質油(ナ

イジェリア・ライト）1．35ドル，軽質油（アラビアン・

ライト）1ドルの値下げ，重質油（アラビアン・ヘビ

ー）50セントの値上げとなった．とはいえ，当時にお

いてすでに,OPECにとって，公式価格の価格差以

上に重要な問題が潜在的に進行しつつあった．加盟国

の公然・非公然の値引きによる公式価格の形骸化がそ

れである．

PetroleumlntelligenceWeekly85年6月24日号

によると，当時において，1,300万バレル/日のOPEC

石油販売中，実に，1,000万バレルが，公式販売価格を

下廻る価格で販売されていたといわれる（表2).値引

きの形態は多様である．産油国の有する内外の精製・

販売網を通じた石油製品販売，委託精製製品の海外で

の販売，製品価格から評価した原油価値＝ネットバッ

クによる販売（みなし委託精製)，スポット原油市場へ

の販売もしくはスポット価格基準の価格設定，バータ

ー，カウンタートレード，債務元利の原油による支払

い等を通じた値引き，などｶﾇ値引きの主要例といえよ

う．加盟国中，公式価格による原油販売を厳守してい

たのは実質的にサウジアラビアのみである．

実質的な限界供給者であるOPECがカルテル価格と

しての公式価格による販売を厳守した場合，雇客とし

ては他に供給源のない以上，割高であってもOPEC原

油を購入せざるをえない．そして，原料原油の価格硬

直性は，石油製品価格の下支えともなるのである．と

ころ力;,OPECは，値引きの増大によって，価格カル

テル機能を実質的に放棄してしまった．以後，生産カ

ルテル機能のみによって価格防衛を行わなければなら

ない．

82年春の生産上限設定以降，加盟国による国別枠超

過は恒常的であるともいえる．とはいえ，全体でみた

超過率は，価格の堅調期に10％程度，その他はせいぜ

い4～5％にすぎない(図-2)．加盟国別にみても，と

りわけ83年3月の国別枠再配分による平等化達成以後

大幅な国別枠超過は例外的である.OPECの原油生産

能力は現在でも3,000万バレル/日以上あることからす

ると，彼らは50～60％の低稼働率に甘んじているわけ
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である．そのうちサウジアラビアの負担は大きいが，

その他の国も全体で1,000万バレル近くの過剰肯肋をか

かえていることになる．部分的な違反はあるとはいえ，

OPEC生産協定は効力を発しているといわなければな

らない．そして，強制力のない協定が基本的には守ら

れている背景には，加盟国の価格崩壊に対する恐怖が

あるといえよう．

ところで，以上から判断すると，この間のOPEC内

における値引きの増大は,積極的な増販を意図したも

のではなく，むしろ，国別枠程度の生産は維持したい

という加盟国の防衛的姿勢を示すものといいうる．だ

が，仮りに全加盟国が国別枠水準の生産に固執したば

あい,OPECに対する需要が全体の生産上限を下廻る

と，国際的な石油過剰，市況軟化をもたらさざるをえ

ない．

85年の夏場先進国の経済減速，季節的需要減，石

油会社の在庫積増抑制等が影響して,OPECの生産は

1,500万バレル/日以下に低下したが，負担の総ては，

公式価格を守るサウジアラビアに転嫁され，同国の生

産は250万バレル程度にまで低下した（図-2)．

サウジアラビアに余裕があるとはいえ，250万バレル

の生産を長期にわたって継続することは不可能である．

第1章で述べたように，同国の財政面からみた原油生

産の下限は450万～500万バレルと考えられる．財政支

出の削減を行わないとすると年間200億ドル以上の赤

字が発生在外資産も急速に消失しよう．資産取崩し

を行なわないとすると，同額の支出削減をする必要が

ある．そのためには，軍事費や民生関連支出をも大幅

に削減する必要があるがうこれは,‘最大の国家目標，

国家・社会の防衛と安定に抵触する．同国としては，

100万バレル以下の資産取崩しと一定の支出削減とを

行っても350万～400万バレル程度の生産が必要である．

82年以降の緊縮財政の影響で，サウジアラビア国内

は建設，サービス等の近代部門を中心に不況に陥って

いる．現在までのところ，雇用減少は誠首＝帰国とし

て外国人労働者に転嫁され，国民生活に多大な影響を

及ぼしているわけではないが,それでも財界や雇用条

件の悪化した新卒労働者には不満が多いといわれる．

そして，これらの不満を背景に，近代派王族や経済官

僚の間には対OPEC関係を含めた石油政策見直しの動

きが現われているともいわれている．

同国の生産＝収入水準の回復には，同国原油の競争

力回復が必要であり，これは，その他の加盟国の値引

き中止もしくは同国の値引きによって可能となる．だ

－61－
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が，後者のオプションは，その他の産油国の対応如何

では,価格競争＝価格崩壊の危険が伴なうことになる．

そこで，85年6月，ファハド国王は，その他の加盟国

に対し，協定違反が続くばあい，自らも同様の行動を

取るとの強い警告を発した．OPECはこれに呼応7月

2回の会議を開催し，値引きの早急な中止と春以降

石炭スト終結等の影響で割高となっていた重質原油の

値下げ（アラビアン・ヘビー50セント下げ）を決定し

た．サウジの要求は形式的には実現したのである．し

かし，その後もサウジアラビアの生産量は200万バレル代

の低水準で推移，値引き中止の合意が，予想されたこ

とであるが，空手形に終ったことが明らかになった．

こうした中で，サウジアラビアは，従来からの，価

格防衛重視・対OPEC協調路線を修正，ネットバック

を基準とした原油販売に踏み切ったのであった．ネッ

トバック契約の第1の目的は，競争力ある価格設定に

より雇客を確保，極端に低下した石油生産・収入を一

定水準にまで引き上げることにある．だが，それが価

格崩壊を惹き起こしては，何にもならない．そこで，

雇客数．契約量を限定しているほか，引渡し原油は各

雇客の精製・販売システムの中でのみ使用し，スポッ

ト市場への転売は行わないこと等を契約の条件として

いる．また，契約は，エバーグリーン契約であり，無

期限であるが双方とも事前通告によって契約を停止す

ることが可能である．ネットバック取引き開始の第2

の目的は，石油政策遂行上のバーゲニング・パワーの

強化である．ネツトバック取引きの現実化は，サウジ

アラビアの警告が単なる脅しではないことを非OPEC

を含めた総ての産油国に知らしめた．また，公式価格

エネルギー・資源

から解放されることによって，同国は市場メカニズム

によってではなく同国自身の意志で生産量を決定する

ことが可能となったのである．市場の崩壊を心配する

あまり，この間，サウジアラビアの打つ手は後手後手

にまわっていた．だが今回の行動により同国は先手を

取った．その後の市況如何はその他の産油国の行動に

かかっている．もはや，サウジアラビアは無条件に負

担を引き受けることはない．

85年10月の臨時総会では，イラク，エクアドル等の

加盟国から増枠要求が相次いだ．結局，彼等の主張は

認められず，1,600万バレルの上限,国別枠とも12月の

総会までは現状を維持することとなったが§イラク，

エクアドル等はOPECの決定とかかわりなく増産を行

うことを宣言している．

サウジアラビアやイラク等の増産を背景に，その後

のOPEC原油生産は1,600万バレルの上限を上廻ってい

るといわれている．幸い，冬場の需要増，民間石油在

庫の低水準，ソ連からの供給減，湾岸の緊張激化やド

ル安の影響により，市況はむしろ堅調に推移している

が，それも長くとも，86年春までであろう．春以降の

需要減少を誰が負担するのか，価格崩壊がサウジアラ

ビアの国益にも反することは明らかであり，価格防衛

のため，同国が大幅な減産を行うことは十分考えられ

る．とはいえ，85年夏場のように，負担の総てを，無

条件で引き受けることはありえない．ネットバック取

引きの実現で強化されたバーゲニングパワーを背景に

サウジアラビアは，英国等非OPEC主要国を含め価格

防衛の恩恵を受ける諸国に対し，応分の負担を要求し

ていくことになろう．
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